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はじめに
近年、企業を取り巻く環境の不確実性が一段と増しており、

企業はこうした不確実性を踏まえたビジネスモデルを構築
することが求められています。そのためには、社会経済シス
テムの不確実性を的確に捉えたうえで、顧客中心のバリュー
チェーンの考え方を踏まえた、時代に応じて変化する顧客の
ニーズに応える顧客中心のビジネスモデルの構築が重要とな
ります。また、持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図
るためには、AIを含む多様なイノベーションが、ビジネス戦
略およびそれを支えるガバナンスにどのような影響を与える
かを分析し、企業が自らイノベーションを起こしていくプロ
セスを構築することも不可欠です。

本稿ではこうしたビジネスモデルおよびプロセスの構築方
法について解説します。なお、文中の意見は筆者の私見であ
り、PwC総合研究所合同会社および所属部門の正式見解で
はないことをお断りします。

1 社会経済システムの不確実性

企業を取り巻く環境は急速かつ激しく変化しており、社会
経済システムの不確実性が一層高まってきています。図表1

は、こうした社会経済システムの不確実性を生み出す8つの
重要な要素がどのように相互に関連しているかを視覚的に
示しています。中央の八角形は、これらの要素が集まって社
会経済システムの不確実性を形成していることを表していま
す。頂点には8つの各要素が配置され、それぞれが他の頂点
に向けて線で結ばれていますが、これは、ある要素の変化が
他の要素に連鎖的に影響を及ぼす可能性があることを示して
います。また、対角線で向かい合う要素同士は、互いに補い
合ったり、反発し合ったりする関係にあります。このように、
各要素が独立して存在するのではなく、複雑に絡み合いなが
ら社会経済システムの全体的な不確実性を生み出しており、
企業は、社会経済システムの各要素をこうした視点で捉え、
長期的な観点に立って不確実性に対処するための洞察を得
ることで、戦略的な判断を行うことが求められます。

2 顧客中心のバリューチェーン

こうした不確実性の時代において、AIを含むテクノロジー
の進化とともに、顧客ニーズがますます多様化しています。
このような背景を踏まえ、企業は従来のバリューチェーンを
見直し、図表2に示すような「顧客中心のバリューチェーン
モデル」を検討する必要があります。すなわち、多様化する
顧客ニーズ（顧客基盤）を的確に捉えたうえで、どのような
チャネルを通じてどのような商品・サービスを提供し、それ
を支えるオペレーション（商品製造工程、業務プロセス、AI

の活用等）や供給網（サプライチェーン）のあり方（この一連
の活動を「主活動」と呼びます）を設計するアプローチです。

不確実性の時代、変化の時代におけるビジネスモデル
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このチェーンを通じて企業は価値を創出し、利益を上げ
ていきます。そのためには、VRION分析や同業他社等の比
較分析であるベンチマーキング、国際的基準等とのギャップ
分析、リスクを現場で特定するリスクレジスターなど、さま
ざまな分析や企業が抱えるリスクの把握がポイントとなりま
す。VRION分析とは、企業が保有するリソースや能力が競
争優位をもたらすかどうかを評価するVRIO 分析に、Non-

substitutabilityすなわち技術や市場が変化しても他に代替と
なるものがないかどうかという評価を加えた分析手法です。
Value（価値）、Rarity（希少性）、Imitability（模倣困難性）、
Organization（組織活用）にNon-substitutability（代替不

可能性）を加えた5つの視点で自社の経営資源を評価します。
これらの評価を通じて、自社のリソースや能力をコアコンピ
テンスとして確立し、持続的な競争優位性を確保していくこ
とが重要となります。

併せて、価値創出のチェーン活動を支援する、ガバナンス、
リスクアペタイトフレームワーク、リスク文化、戦略策定、リ
スク管理、プロダクトコントロール、ITシステム等の変更管
理（チェンジマネジメント）などが実効的に機能しているか
どうかを評価し、必要な態勢を整備します（この活動を「支
援活動」と呼びます）。

以上の取り組みにより、支援活動の実効性を高め、顧客中

図表1：社会経済システムの不確実性増大

経済

財政

社会

人口動態

政治・地政学

環境

技術

1.　政治的不安定性と地政学的リスク
● 地政学的緊張による軍事支出の増加
● 大衆主義が政策の短期志向助長、長期的計画阻害
● 貧富の差拡大による社会不安、政治不安定性増幅
● デジタル技術による大衆主義加速
● 情報・デジタルギャップが政治的不安定性助長

3.　ソブリンリスク・財政危機
● 経済成長鈍化により財政回復力低下
● 外部ショックに敏感な新興国における
財政危機

● 少子・高齢化が財政支出を圧迫
● 公的債務の増大により国家の財政政
策に制約

● 国家財政管理の失敗により金融危機
誘発

4.　社会的不平・価値観変化
● 多文化共生により、新たな価値観の
融合が進行

● AI・デジタルネイティブの増加が文化
的変革を促進

● デジタル化による生活スタイル・価値
観の変化

● 健康志向や福祉への関心増が医療・
健康産業を活性化

● 持続可能性への関心が上昇し、消費
行動に影響

● 社会的・経済的格差へ不平

8.　法・規制強化
● 環境法規制が企業のオペレーション
に影響

● グローバルなプライバシーとデータ
保護規制の強化

● 企業ガバナンスの強化が投資家の
信頼を向上

● 企業の社会的責任と透明性への要
求が高まる

● 新たなテクノロジーに対する倫理規
定の整備が加速

7.　資源問題・環境問題
● 気候変動が経済的リスクを増幅し、
自然災害頻発化

● 気候変動の影響が農業生産を不安
定化

● 環境政策の強化が新たなビジネス
機会を創出

● 資源の枯渇が国際紛争を引き起こ
す可能性

● 環境保護政策が企業戦略に影響

5.　人口動態と社会への影響
● 労働人口の減少が経済成長を制約
● 移民受け入れ政策が社会的多様性を加速
● 少子化による教育システムと労働市場の改革
● 高齢化社会による医療・福祉サービスへの需要増
● 年金システムの持続可能性の課題が顕在化

6.　技術革新とイノベーションの進展
● AIと自動化による生産性革命、産業変革
● DXが産業の競争力を左右
● グリーンテクノロジーによる気候変動対策加速
● サイバーセキュリティの重要性増大
● 新技術の社会への浸透が文化や倫理観を再構成
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2.　先進国の成長の限界・新興国の高度経済成長
● 先進国の成長限界、低成長、高失業率、財政難
● 新興国の高経済成長、世界経済の重心がアジアへ
● 産業移転と経済再構築が進行、新市場の開拓
● 都市化が進む新興国で消費市場拡大
● 技術革新により新興国の競争力が飛躍的に向上

法・規制

出所：PwC作成
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心のバリューチェーンと主活動の継続的改善を図ることで、
企業は、顧客ニーズに応じた、いわゆる「マーケットイン」の
商品・サービス提供を通じて顧客体験を向上させ、競争優位
性を高めることが可能となります。

3 バリューチェーン分析の例

企業は、顧客中心のバリューチェーンに基づいて戦略策定
とリスクテイク、およびこれを支えるガバナンス態勢等の整
備に当たり、  2  で述べたバリューチェーンの主活動の要素ご
とに何が必要となるかを分析する必要があります。

例えば「顧客基盤」については、ブランド力や顧客対応力
の強化、ITシステムの改善などが重要です。また「チャネル」
については、企業文化とデジタルエンゲージメントの必要性
などが重要なポイントとなります。こうした企業の主活動を

支える「支援活動」に当たる、経営資源やガバナンスの要素
（ひと、もの、かね、情報）についても同様の分析を行うべき

です。支援活動では、健全な企業文化の醸成、リスク管理
態勢の整備、ガバナンスの強化、経営陣の実行力の発揮と
ともに、OODAループを通じたパーソナライゼーションの実
現等がポイントとなります。なお、OODAループとは、観察

（Observe）、状況判断（Orient）、意思決定（Decide）、実行
（Act）の4つのステップを繰り返すことで、変化の激しい環

境下で迅速かつ柔軟に意思決定と行動を行うためのフレーム
ワークです。また、パーソナライゼーションとは、個々の顧
客に合わせた特別な体験を提供することで、顧客の企業に対
するロイヤルティを高め、収益の向上につなげる取り組みの
ことを指します。

こうした分析を通じて、企業は自社の強みを活かしつつ、
多様性の推進や資産管理の効率化、ITシステムの革新など、
明確な課題に対応することで、企業全体の競争力を向上させ

図表2：顧客中心のバリューチェーン　

ガバナンス、リスクアペタイトフレームワーク、リスク文化

ビジネス戦略、機能戦略、企業戦略策定

経営管理（人事、財務、IT）、リスク管理、コンプライアンス、危機管理

プロダクトコントロール、チェンジマネジメント（変更管理）

価値創出、利益余剰（マージン）

1. ひと（人的資源）　　2. もの（物理的資産）　　3. かね（金融・資本資源）　　4. 情報（知的資源、組織ノウハウ）

ベンチマーキング
第三者や公表資料を利用し、
同業他社・業界平均と比較
して、自社の優位性や遅れを
明確化

VRION分析
価値（V）、希少性（R）、模倣困
難性（ I）、組織活用（O）、代替
不可能性（N）の5項目で競争
優位性を評価

ギャップ分析
国際的な諸原則、基準、各種
ガイドラインとのギャップを特
定し、優位性や弱点を明確化

リスクレジスター
組織内の各部署において、リ
スクを特定･評価し、コントロ
ール手段とともに登録

顧客基盤（ニーズ）
● エンゲージメント
● ロイヤルティ
● 顧客行動
● 顧客・取引データ

チャネル
● エコシステム
● マルチチャネル
● ネットワーク

商品・サービス
● 少量多品種
● パーソナライズ
● イノベーション
● 継続型サービス

オペレーション
● 作業（製造）工程
● 手順（プロセス）
● 自動化・ロボット
● AI・IoT

供給網
● サプランチェーン
● SCM（供給網管理）
● 供給網最適化
● 開発エコシステム

経営資源（コアコンピテンス）

出所：PwC作成
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ることが可能となります。

4  イノベーションがもたらす影響

バリューチェーン分析を踏まえ、具体的なリスクテイクを
行う際には、不確実性の時代におけるイノベーションが、ビ
ジネス戦略面およびガバナンス面それぞれにおいてどのよう
な影響をもたらすかを考慮する必要があります。ビジネス戦
略面では、下記のとおり、イノベーションが新市場の開拓や
顧客体験の向上、競争優位性の強化をもたらすことが考えら
れます。一方、ガバナンス面では、業務効率性の向上、組織
文化の強化、人材スキルの向上などを通じてイノベーション
がガバナンスの強化をもたらします。

① 新市場の開拓：新技術の活用と既存技術の組み合わせに
より、新たな商品ラインの開発やニッチ市場の発見に加
え、AIやロボット等の新市場への参入、さらに企業とス
テークホルダーの協働によるエコシステムの構築が可能
となります。

② 顧客体験の向上：AIやビッグデータを活用したデータ分
析により、顧客のニーズや嗜好をより深く理解し、パーソ
ナライズされた商品やサービスの提供が可能となります。
また、顧客と商品・サービスを共創するプラットフォーム
を通じて顧客満足度が向上し、企業に対するロイヤルティ
が高まることで、顧客エンゲージメントや顧客基盤の強化
にもつながります。

③ 競争優位性の向上：AIやビッグデータを含む革新的技術
を積極的に導入することで、環境・顧客ニーズ・市場の変
化に柔軟かつ迅速に対応することができるようになり、自
社ブランドの適切なポジショニングが可能となり、競合他
社に対する競争優位性が高まります。また、先進的技術
の導入に当たっては、さまざまなステークホルダーと協働
でオープンイノベーションを図ることにより、企業の競争
優位性を一層向上させることが可能となります。

④ 業務効率性の向上：AIならびに IoTを活用したプロセス
の自動化や、人的リソースの創造的業務への配置を通じ
たリソース管理の効率化、サプライチェーンの最適化によ
り、業務効率を劇的に向上させることが可能となります。
また、エージェンティックAIの普及が、これまでのプロセ
スをゼロから見直すことにつながり、新たなビジネスを生
み出す力となる可能性があります。

⑤ 組織文化の強化：イノベーションは、組織文化の強化に

つながります。さまざまなリスクと機会を、AIやビッグ
データを用いて分析することにより、柔軟なリスクテイク
が可能となります。また、組織全体での整合的なリスク評
価・分析結果に基づくオープンなコミュニケーションを通
じて部門・エンティティ横断的なコラボレーションの促進
が期待できます。さらに、こうした取り組みについて研修
等を通じて組織的に学ぶことで、従業員の自発的貢献が
高まり、強固で革新的な文化を醸成することができます。

⑥ 人材スキルの向上：組織文化の強化で触れた、従業員が
自ら学習しようとする文化の醸成により、継続的な人材ス
キルの開発を図ることが重要です。その際、AIなどのテク
ノロジーを積極的に活用することや、人事ローテーション
によってさまざまな部門での経験を積むことで機能横断
的なスキルの習得、次世代を担うリーダーの育成が可能と
なります。

企業自らが、こうしたイノベーションを通じて持続的な成
長を達成し、競争を勝ち抜くための基盤を形成することが重
要です。

5 イノベーション力の強化

イノベーションは企業の持続的成長に不可欠な要素です。
企業が成長するには、戦略策定とガバナンスプロセスにおい
て、組織としていかにイノベーション力を強化していくかが
ポイントとなります。そのためにはまず、図表1で示したさ
まざまな不確実性や顧客ニーズを分析したうえで、ブレイン
ストーミングやオープンイノベーション等を通じて新しいア
イデアを創出し、自社の強み・弱みの分析、VRION分析、バ
リューチェーン分析等を通じた最適な戦略について検討しま
す。その際、最初から大規模な商品・サービスの開発プロジェ
クトを進めるのではなく、小さく始め、早い段階で失敗を繰
り返すことでそこから学ぶプロトタイピングを行い、テストと
検証を繰り返し、市場からのフィードバックを通じてコンセ
プトの有効性を確認するアプローチが、不確実性の時代には
求められます。コンセプトの有効性が確認できた商品・サー
ビスを市場に投入した後も、そのターゲットとポジショニン
グの最適化を図ります。さらに、商品・サービスに対する評
価結果に基づいて継続的改善を図るプロセスを回していくこ
とで、企業のイノベーション力を強化することができます。

このように企業は、環境変化への対応力と創造性、イノ
ベーション力を磨き続ける必要があります。そして、新しい
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機会を積極的に捉えて収益を拡大するとともに、実効的なリ
スク管理を行うことで、持続的な成長と中長期的な企業価値
の向上を実現することができるようになります。
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援、経営管理高度化支援、ガバナンス態勢整備、リスクデータ集計対応
支援、リスク管理高度化支援、国内外規制対応支援、当局との対話支援、
運用管理高度化支援に関与・従事。入社前は、金融庁および独立系コン
サルティングファームに所属。共著に『金融機関のビジネス戦略』（中央
経済社、2018年）がある。
メールアドレス：atsushi.kitano@pwc.com

古宇田 由貴（こうだ ゆき）

PwC総合研究所合同会社　マネージング・ディレクター
2015年1月入社。リスクテイク態勢再構築、経営管理高度化支援、リス
ク管理高度化支援、運用管理高度化支援、国内外規制対応支援等に従
事。2025年4月より東京都の専門助言委員に就任。入社前は、国内大
手銀行にて多様な業務を経験後、独立系コンサルティングファームに所
属。共著に『金融機関のビジネス戦略』（中央経済社、2018年）がある。
メールアドレス：yuki.kouda@pwc.com
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